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スマートフォンやＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）が普及し、誰もが

簡単に情報の受発信ができるようになりました。しかしその一方では、誹謗中傷や差別書込、

プライバシー侵害など、インターネット上の人権侵害は大変深刻な状況になっています。 

一度、書き込まれた情報は完全に削除することは難しく、差別の助長・拡散にもつながる

ことから、人権侵害の被害者にならないだけでなく、情報の転載や同調などによって、差別

情報の二次発信者として人権侵害の加害者にもならないように気を付けることも重要です。 

こうしたことから、当課では毎年、行政職員等を対象にインターネットにおける差別書込

等の現状や問題点を把握し、インターネット上においても人権が尊重される社会を実現する

ことを目的として研修会を開催しています。 

 

今回のじんけん通信は、今年度の研修会で総務省「インターネット上に公開された個人に関

する情報等の取扱いに関する研究会」の構成員であり、違法・有害情報相談センター長である

桑子博行さんにご講演いただいた内容について紹介します。 

■インターネット利用と被害の現状 

 平成 29 年版の情報通信白書（総務省）によると、スマートフォンの保有率は、全体で 56.8％

（5 年で 4 倍に増加）。年代別では、20 代で 94.2%、30 代で 90.4%、13～19 歳で 81.4%となって

おり、若年層の多くがスマートフォンを保有しています。また、代表的な SNS である LINE や

Facebook、Twitter などのいずれかを利用する人は 71.2％となっており、その中でも１３歳～

19 歳の Twitter 利用率は 6 割を超え、若者ほど Twitter を使っている状況です。 

 若年層に SNS が普及したことで、子どもの SNS による被害が多発しています。2017 年に被害

にあった 18 歳未満の子どもは、1,813 人となり年々増加する傾向にあります。また被害の多く

が淫行に関する内容や、わいせつ画像を撮影・送信させる「自撮り」となっています。 

特集 インターネットにおける人権侵害（前編） 

平成 31 年(2019 年)4 月(第 132 号) 



2 
 

■インターネット上の違法・有害情報とその対策 

 インターネット上の違法・有害情報は２つに分けられます。「権利侵害情報や法令により違

法となる情報」は、発信者に法的責任がありますが、「違法でない情報（有害な情報）」につい

ては、発信者に法的責任がありません。 

 違法となる情報については、サイト管理者が一方的に削除することが可能ですが、違法では

ない情報（公序良俗に反する情報）は、サイト管理者が一方的に削除することが難しくなります。 

 違法ではないが有害な情報についても、青少年を対象にそのようなサイトを見ない、見せな

い取り組みが進められています。 

 

違法・有害情報には具体的に以下のような対策がとられています。 

○ フィルタリングソフトの普及、フィルタリング設定の義務化 

18 歳未満の子どもが使う場合、有害サイトなどへのアクセスをブロックするためのフィ

ルタリング設定を有効にして販売することが義務化されています。 

○ プロバイダ等による自主規制 

電子掲示板の管理者やインターネットサービスプロバイダ等が、自らの提供するサービ

スの内容に応じて、自らが必要とする範囲内で契約約款を定めています。 

この契約約款の中で、利用上の禁止事項などを明記し、利用者による違法・有害な書き

込みに対する規制が行われています。 

○ 違法・有害情報対策に関するモラル教育の充実 

情報リテラシーを理解したうえで利用することが重要であることから、モラルの向上の

ための教育や啓発が行われています。 

○ 相談窓口の充実 

削除するためには、具体的にどのように対応すればよいのか。また、削除するためには

専門的なノウハウが必要なケースもあります。相談窓口を充実する取り組みが必要であり、

違法・有害情報相談センターもその 1 つです。 
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■プロバイダ責任制限法とは 

プロバイダ責任制限法とは、インターネットにおける情報の流通により自己の権利が侵害さ

れた場合に、関係するプロバイダ等に対し、流通の停止やプロバイダ等の免責要件を定めると

ともに、発信者の情報の開示を請求できることなどを定めた法律です。 

人権を侵害する書込をされた被害者は、誰が書き込んだかわからないため、プロバイダ等に

対して書込の削除を求めるしか方法がありません。プロバイダが被害者の求めを受けて、発信

された情報を削除することは表現の自由を奪い取ることになり、また、削除しないと、被害者

から責任を問われることもあります。 

こうした場合に削除するのか、しないのか、その判断基準などがプロバイダ責任制限法に記

載されています。 

★特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律（プロバイダ責任制限法）

はこちら（法律にリンク） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/viewContents?lawId=413AC0000000137_20150801_000000000000000
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/viewContents?lawId=413AC0000000137_20150801_000000000000000


4 
 

インターネットによる情報発信には、匿名性という性質があり、書き込んだ人が誰か分かり

ません。書き込んだ人を知るため、プロバイダ等に対して発信者の情報の開示を求めることが

できる内容が、第 4 条に定められています。 

 また、発信者情報の開示請求をしたにもかかわらずプロバイダが開示してくれない場合は、

裁判に訴えるという方法があります。 

 

〔参考〕 

私事性的画像記録の提供等による被害の防止に関する法律（いわゆる「リベンジポルノ法」）

がプロバイダ責任制限法の特例として、平成 26 年（2014 年）11 月 27 日に公布されました。プ

ロバイダ責任制限法では、削除要請に対し、情報発信者が 7 日を経過しても反論しない場合は、

プロバイダが削除できるところを、リベンジポルノ法では 2 日としています。 

 

■違法・有害情報対策の基本的視点とプロバイダ等による自主規制 

インターネット上に様々な内容を書き込む行為は、憲法第 21 条に保障されている表現の自由

に当たります。 

 また、同条では「検閲はしてはならない」「通信の秘密は侵してはならない」とも明記されて

います。 

さらに、電気通信事業法にも通信事業者に対し「通信の秘密を侵してはならない」と記載さ

れています。 

 事業者としては、表現の自由を保障するとともに、通信の秘密を確保しなければなりません

が、一方で、表現の自由を保障した結果として、いろいろな書込があり、現実問題として、被

害を受ける人も出てきている状況にあります。 

 表現の自由の保障や通信の秘密の確保と、被害者の救済や情報流通の適正さの維持確保は、

相反する場合が多く、このバランスをどうとるかということが、違法・有害情報対策の基本的

な視点です。 

 このため、プロバイダ等では自主規制による取組が進められています。 
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違法・有害情報への対応等に関する契約約款モデル条項の解説(平成 29 年 3 月 15 日)【抜粋】 

（禁止事項）第 1 条 

（３）他者を不当に差別もしくは誹謗中傷・侮辱し、他者への不当な差別を助長し、またはその

名誉もしくは信用を毀損する行為 

・具体的には、特定の個人の名誉を損なう内容や侮辱する内容の文章等をホームページ等に掲

載する行為、国籍、出身地等を理由とした他者に対する不当な差別を助長する等の行為がこ

れに該当します。 

・（省略） 

・他者に対する不当な差別を助長する等の行為には、以下が含まれます。 

-「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」（※）を含むいわゆるヘイトスピーチ 

-不当な差別的取扱いを助長・誘発する目的で、特定の地域がいわゆる同和地区であるなどと

示す情報をインターネット上に流通させる行為 

※「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」において

定義されており、このような差別的言動のない社会の実現が同法の基本理念とされています。 

■契約約款モデル条項の禁止事項 

契約約款モデル条項の“禁止条項”にはプライバシーや肖像権を侵害する行為や不当な差別

や差別を助長する行為、児童ポルノ、規制薬物などを販売等する行為、違法行為の仲介や誘引

する行為などがあります。 

平成 28 年 6 月 3 日に「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に

関する法律」が施行されたことや、平成 28 年 12 月 16 日に「部落差別の解消の推進に関する法

律」が施行されたことを踏まえ、違法・有害情報への対応等に関する契約約款モデル条項の解

説の改訂が次のとおり行われています。 
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通信事業者は、憲法や電気通信事業法により、表現の自由と通信の秘密を厳守しながら、併

せて違法・有害情報対策などに取り組んでいます。 

 

今回は、主に急速に普及するスマートフォンとＳＮＳの人権侵害の現状や書き込みに対する

プロバイダの対策・対応の状況についてお伝えしました。 

 違法・有害情報の書き込みをさせない取り組み、アクセスをブロックするフィルタリングの

取り組み、また、書き込みの削除に関する仕組みづくりなど、様々な取り組みが進められてい

ます。 

 

後編では前編の内容をさらに掘り下げて、インターネットの特性を踏まえたインターネット

上の人権侵害への対応策等についてお伝えします。 

 

 

 AV 出演強要・「JK ビジネス」等被害防止月間 

いわゆるアダルトビデオ出演強要問題や「JK ビジネス」問題等は、「女性に対する暴力」に当たる

重大な人権侵害であり、新たな被害者を生まない、万一被害に遭った方を支援するため平成 29 年

（2017 年）から始まりました。 

内閣府「いわゆるアダルトビデオ出演強要問題・「JK ビジネス」問題等に関する啓発サイト」 

 1 日 障害者差別解消法の施行  

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」が平成 28 年（2016 年）のこの日に施行。行

政機関や事業者による、障害を理由とした「不当な差別的取扱い」を禁止するとともに、負担になり

過ぎない範囲で「合理的配慮」を提供すること（事業者に対しては提供に努めること）を求めていま

す。  

 1 日 ハンセン病問題基本法の施行  

「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」が平成 21 年（2009 年）のこの日に施行。国立ハン

セン病療養所等における療養および生活の保障、社会復帰の支援等について定めています。  

 2 日 世界自閉症啓発デー ／2 日～8 日 発達障害啓発週間 

平成 19 年（2007 年）12 月の国連総会で定められ、世界各地で自閉症に関する啓発の取組が行わ

れています。日本でも、世界自閉症啓発デー日本実行委員会が組織され、自閉症をはじめとする

発達障害について社会全体の理解が進むよう広く啓発する活動が展開されます。 

世界自閉症啓発デー 日本実行委員会公式サイト（外部サイトへリンク）  

 

人権カレンダー ４月 

http://www.gender.go.jp/policy/no_violence/avjk/index.html
http://www.worldautismawarenessday.jp/htdocs/
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 7 日 世界保健デー  

昭和 23 年（1948 年）4 月 7 日、「すべての人々が可能な最高の健康水準に到達すること」を目的と

して、世界保健機関（WHO）が設立されました。これを記念して、WHO では毎年 4 月 7 日を「世界保

健デー」と定めています。この日を中心に、世界各国で健康的な生活について考えてもらうための

さまざまなイベントが開催されます。 

 10 日 法テラスの日 

法テラス（正式名称：日本司法支援センター）は、国民の皆さんが、どこでも法的なトラブルの解決

に必要な情報やサービスの提供を受けられるよう、平成 18 年に、総合法律支援法に基づき設立さ

れた公的な法人です。その設立日である 4 月 10 日を「法テラスの日」とし、毎年その前後の日に全

国各地で無料法律相談会や街頭啓発活動など様々なイベントが行われます。  

 22 日 「児童の権利に関する条約」 批准 

日本は、平成 6 年（1994 年）のこの日に批准。子どもの生きる権利、守られる権利、育つ権利、参

加する権利を柱とする条約で、平成元年（1989 年）の国連総会で採択、平成 29 年（2017 年）2 月現

在、196 か国・地域が締結（批准）しています。  

 28 日 職場での安全と健康のための世界デー（労働安全衛生世界デー） 

この日は、職場での安全・健康文化の創造と推進について世界の人々の関心を集めるとともに、

仕事に関連する死亡者数の削減を図ることを目指して、平成 25 年（2013 年）から毎年実施されて

います。 
 

 

 

 

先日、法務省より平成 30 年における「人権侵犯事件」の状況について発表さ

れました。 

インターネット上の人権侵害に関する事件数は全国で 1,910 件で、過去 2 番

目に多い件数でした。 

この件数は、法務局・地方法務局に相談があったもののみですので、相談さ

れていないものも含めると、さらに多くの数になると思われます。 

桑子先生のお話にもあったように、インターネット上の人権侵害を防ぐためのさまざまな制

度や取組がありますが、まず私たちの意識を変えていかなければなりません。 

ぼくたち一人ひとりが、モラルを持って正しく 

インターネットを使うことが大切なのだー！！ 

ジンケンダーのちょっと一言 


